
●東京の顔出しは、 ①東京の資産価値とビジネス資源を増やすことができる。
②中小企業を含む参画企業群にとってビジネスになる。

＝ “東京の 「技術・生活・文化」資源 を資本化する” こと。

● “小さな大企業” を含め参画を検討する企業は、業種・業態によって自らの参画与件が異なる。
それぞれの企業が参画することによって事業上の利益を生み出すことのできる仕組みが必要。

“稼げる東京”の顔出しに継がる。

●大きな与件：
“２０２０東京五輪の成功をビジネス（経済底上げ）として成立させること”
を何よりも優先。

２０１６年 ４月２１日 「超党派政策会合」 （第11回）

政府（五輪推進本部、遠藤五輪相）―東京都（秋山副知事、多羅尾局長他）
―衆参与野党幹部議員―五輪組織委員会（武藤総長、井上局長）を横断・提言

１１月９日 「超党派政策会合」 全体会合（第12回）

政府五輪推進本部、 衆参幹部議員、
衆参のレガシーづくり関連議連幹部
（クール・ジャパン特命委員会、マンガ・アニメ・ゲーム議連、
ライブ・エンターテインメント議連）、
五輪組織委員会、隈研吾（新国立競技場設計者）、

業種・業態の異なる民間企業群 他

東京の顔出しへ、成功事例の事業構造を参考。
（鈴木が計画・実施）

Y.M.O. 六本木WAVE→Ｊ-WAVE 新宿アルタ メカトロ店舗
PC制御のレーザーディスク（ロール・プレイイング・ゲーム）
無印工房 有楽町マリオン ＫＳＰ
世界初のソヴィエト政府との合弁事

（於：モスクワ/ペレストロイカ時に、日本の小時代＝
生活・文化産業×街開発のビジネスモデルを輸出）

▽
“これらのつくり手が再チャレンジして事業化。”

●都の与件設定：
都の予算関与が
都の資産・利益を最大に拡大化し得る ような
プロジェクトとさせる。

「超党派政策会合」
試案作製： 鈴木浩二 総合プロデューサー

顧問： 石原信雄 元官房副長官
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●東京の顔出しに向かう理由：

東京が世界に誇るべき高度技術と生活・文化産業におけるソフト・コンテンツは、
中小零細が９割以上を占める。（いわゆる“小さな大企業”）、

五輪スポンサーは世界の顔として大きなスポンサー費を出して
発信することができるが、東京の本来の顔を担う事業者
（個人を含む）は、自らこうした発信を行うことができない。

９月１４日 東京都３局長との打合せ・提言 （第1回）

超党派政策会合より、「東京プラザ（仮称）」他を提言。
多羅尾総務局長、中嶋生活文化局長、塩見オリパラ準備局長 各局長）と

於：都庁

都の指針例： 「東京文化ビジョン」
・先端産業と芸術文化との融合により
創造産業を発展・変革。

・多様な創造的人材とグローバル企業の
出会いと変革への環境づくり。

東京から始まる
新しい小時代づくりには、
「東京の顔（成果物）をつくり続け」、
「長期に発信し続ける」 ことが必要で、
そのためのビジネス構造、
実践力ある仕組みづくりが必要。

仕組みづくりに向け具体化 ＝ 「東京プラザ（仮称）」の事業スキームへ

2020東京五輪の成功に向けた――
「東京の顔出しと 東京から始まる新しい小時代づくりのための、東京プロジェクト（「東京プラザ（仮称）」他） の具体化計画」

●東京の顔出し、
小時代づくりには、
業種・業態ごとの
利益と構造化が必要。

●“新しいレガシーづくりへ、開発場・着地場が必要。”
“当政策会合が都に提案、検討を進める「東京プラザ（仮称）」を
落とし所として、具体化したい。”

●「１９６４年の前回東京五輪後、１９８０‐８５年（日本を牽引した小時代）
を超える新しいレガシーづくりを、２０２０年に向け実行しよう。」

――として目標化された。

３回の作業部会で整理

都の政策・指針を
“具体的な成果をあげる
（数値等で示す）ことのできる、
都の事業構造” が必要。

一連の検討会合
（超党派政策会合）より整理

業種・業態の異なる民間企業群
「車」産業（最も産業のすそ野大）
「商業（小売・流通）」
「金融サービス（カード事業他）」
「エンターテインメント産業」
「エネルギー・街開発」産業

衆参のレガシーづくり関連議連幹部（同上）、
東京都選出の衆参議員、
東京の顔出し検討に必要なクリエイター
（隈 研吾、ピーター・バラカン 他）

第１回 １２月６日
第２回 １２月１４日
第３回 １２月２０日

■都の役割と利益の内容

■民間の役割と利益の内容

■事業構造図

■投資と売上概要
（事業Ｆ/Ｓ １案・２案）

■具体化へのスケジュール

■レガシー化へのゾーニング図

■プロモーション拠点と
多拠点展開の対象

■東京都 及び 東京都議会 と、
政府・五輪推進本部、国会・与野党、
五輪組織委員会、民間事業者
への関係開発

事業図書内に記述

必要となる各種の検討項目
具体化に向け必要となる構造図 事業化へのゾーニング図

“東京の「技術・生活・文化」資源を 資本化する” ⇒「東京の顔（成果物）をつくり続け」、「長期に発信し続ける」 ためのビジネス構造、実践力ある仕組みづくり。

２０１７～１８年
● プロモーション拠点の開設（４箇所程）
東京・首都圏における集客施設内への導入 (候補)

五輪中枢エリア 1次ステップ→増床 売上 東京都売上
・晴海トリトン施設（トヨタ販社） 50坪 →250坪 20億円／年 1億円／年
・東京国際フォーラム（東京国際交流財団） 50坪 7億円／年 0.4億円／年
・レイクタウン（トヨタ・オートモール 250坪→1500坪
－ＦＣＶ普及への訴求販売と国内外・外商戦略含 56～131億円／年 2億円／年
・幕張新都心（イオンモール） 250坪→500坪 40億円／年 1億円／年

総計 198億円／年 4.4億円／年
● 会期前 他多拠点展開 （50坪・25箇所、250坪・7箇所、500坪・5箇所、1500坪・2箇所）
① 東京都内のトヨタ販社（案）及び集客ＳＣ内
② 東京都の文化・産業施設内

２０１９年
● 五輪競技施設内へ導入 50坪（20箇所程度を計画）
例 選手村等への賑わい核→会期後の再開発核としての導入

新国立競技場への導入（既計画―設計：隈研吾、事業戦略：鈴木浩二）

● 規模別 売上計画（1案ベース）
50坪・50箇所 250坪・10箇所 500坪・5箇所 1500坪・2箇所 総計

年売上/1箇所 7億円 20億円 40億円 56～131億円 862億～
全体売上 350億円 200億円 200億円 112～262億円 1012億円

プロモーション拠点の開設と多拠点展開へ


